



ものの､ これをピークに1990年代以降､ 状況の好転を見ることなく､ 20余年
を経て現在に至っている｡ 半導体市場自体は現在に至るまで､ 継続的な成長
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導体市場における需給の先行指標である BBレシオ (Book-to-Bill Ratio)
を取り上げ検討する｡ 本稿では､ BBレシオ公表団体の変遷を整理したう
えで､ BBレシオと我が国の生産活動を表す総合的指標である鉱工業生産
指数 (電子部品・デバイス工業) との相関関係､ BBレシオと半導体企業
および半導体製造装置企業の設備投資額との相関関係について考察し､
BBレシオの有効性を示唆した｡
キーワード：BBレシオ (Book to Bill ratio)､ 半導体企業 (Semiconductor
Company)､ 半導体製造装置企業 (Semiconductor Manufac-
ture equipment Company)､ 鉱工業生産指数 (Indices of Indus-




設計､ 生産､ 販売を全て手掛ける垂直統合型の IDM (Integrated Device
Manufacturer) だけでなく､ 開発・設計のみを行うファブレス企業や､ 生産
を請け負うファウンダリ､ 後工程を請け負うサブコンなど水平分業型の企業
形態が共存するようになり､ 1980年代に全盛期を迎えた日本の IDMは､ 半
導体産業構造の変化に適応できず､ 1990年代から衰退の一途をたどった｡ こ







が著しい｡ 半導体企業､ 半導体製造装置企業ともに生き残るためには､ 競合
他社との差別化が重要となっている｡ 半導体業界はムーアの法則1) により､
持続的に技術進歩が起こり､ 長期にわたり継続的な設備投資の実施が求めら
れる｡ 東 (2015a) および (2015b)2) では､ 設備投資額を従属変数とする回
帰分析を1982年度から2012年度の期間において実施した｡ 日本の半導体企業
の設備投資状況に及ぼす影響要因 (独立変数) は､ 統計分析の対象期間を分
けて回帰分析を実施することで､ 全盛期から凋落を迎えた日本の半導体企業
の設備投資額を決定する要因は､ 変遷していることを示唆した｡ また､ 2002
年度以降は､ 為替のような外部環境に左右されず､ キャッシュフローや負債
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1) ムーアの法則は ｢半導体チップの集積密度は１～２年間でほぼ倍増する｣ というもの
である｡
2) 東 (2015a) および (2015b) では､ 半導体企業の設備投資モデルに関する回帰分析を
以下の期間にわけて実施した｡ 19821991年度 (日米半導体協定前半)､ 19922001年







オ (Book-to-Bill Ratio) を取り上げ検討する｡ BBレシオは出荷額 (Billing)
に対する受注額 (Booking) の割合であり､ 受注額は需要量､ 出荷額 (売上











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
出所) 日本半導体製造装置協会 (2006)､ 8 頁､ 日本半導体製造装置協会 (2013)､ 20頁を基に
筆者作成｡









企業名 売上高 企業名 売上高
1 フェアチャイルド・テスト・システムズ G (米) 111 1 東京エレクトロン (日) 634
2 パーキンエルマー (米) 101 2 ニコン (日) 587
3 AMAT (米) 54 3 AMAT (米) 523
4 GCA (米) 54 4 アドバンテスト (日) 399
5 テラダイン (米) 53 5 キヤノン (日) 384
6 バリアン (米) 51 6 GS (米) 354
7 テクトロニクス (米) 39 7 バリアン (米) 335
8 イートン (米) 38 8 日立製作所 (日) 210
9 K&S (米) 37 9 テラダイン (米) 200






企業名 売上高 企業名 売上高
1 AMAT (米) 5,457 1 AMAT (米) 3,146
2 東京エレクトロン (日) 2,634 2 ASML (蘭) 2,248
3 ニコン (日) 1,430 3 東京エレクトロン (日) 2,243
4 ASM (米) 1,276 4 ラム・リサーチ (米) 1,512
5 テラダイン (米) 1,210 5 KLA-Tencor (米) 1,152
6 KLA (米) 1,049 6 大日本スクリーン製造 (日) 863
7 アドバンテスト (日) 955 7 ASMI (蘭) 832
8 ラム・リサーチ (米) 894 8 日立ハイテクノロジーズ (日) 716
9 キヤノン (日) 751 9 ニコン (日) 701
10 日立製作所 (日) 743 10 ノベラス・システムズ (米) 569
出所) 肥塚浩 (2011)､ 101頁､ 表１を基に筆者加筆
原出所はプレスジャーナル社編 (1990) 『1990年度版 日本半導体年鑑』 1990年､ 77頁､ 図
７：日本電子機械工業会 (1991) 『91 ICガイドブック』 92頁､ 表１：藤村修三 (2000)
『半導体立国ふたたび』 日刊工業新聞社､ 218頁､ 表 91：電子ジャーナル社編 (2010)
『2010 半導体製造装置データブック』 電子ジャーナル社､ 184～185頁｡
している｡ 上位10社は大きく変動しているものの､ 2009年現在も日本の半導
体製造装置企業は上位10社の地位を４社が確保している｡ 米国もアプライド・
マテリアル (AMAT) をはじめとする企業が上位10社に４社入っている｡ 上
位10社の日米それぞれの売上高合計を比較すると､ 日本 (４社計) 4,523百
万ドルに対し､ 米国 (４社計) 6,379百万ドルと大きく米国は日本を上回っ





半導体市場における需給の先行指標として BBレシオ (Book-to-Bill Ratio)
がある｡ これは出荷額 (Billing) に対する受注額 (Booking) の割合であり､
受注額は需要量､ 出荷額 (売上額) は供給量に相当するため､ 需給バランス






た BBレシオが使われる｡ 受注額と出荷額 (売上額) が釣合っていれば1.0




は当初米国を中心に発展していった｡ 1978年に米国半導体工業会 (SIA) に
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5) 日経産業新聞 (1984/05/22)､ 5 頁｡
6) 日経産業新聞 (1984/12/13)､ 1 頁｡
よって北米地域における半導体の BBレシオの公表は始められ､ 半導体需給
の波であるシリコンサイクル7) を表す指標として世界的に注目されるように






製造装置企業の BBレシオは､ 国際半導体製造装置材料協会 (SEMI) によ
り､ 日本では日本製半導体製造装置の BBレシオは､ 日本半導体製造装置協
会 (SEAJ) により､ それぞれ毎月発表されている｡
２. 米国半導体工業会 (SIA) の BBレシオの考察
SIAは1977年４月に､ 米国半導体企業であるインテルのノイス (Robert N.
Noyce) 社長､ ナショナル・セミコンダクター (NS) のスポーク (Charly
Sporck) 社長､ フェアチャイルドのコリガン (Wilfred Corigan) 社長､ アド












8) 大矢根聡 (2002)､ 81頁｡
9) 大矢根聡 (2002)､ 8182頁｡
どによる変動をならすため､ 当月分を含む前３ヶ月分の移動平均値をとり､
割合を算定している10)｡ SIAが約１ヶ月遅れ程度で発表するフラッシュ・レ
ポート (速報) は､ 当初 SIAから委託されている米国の大手会計事務所プ
ライス・ウォーターハウス社が有力企業 (合計すると米国市場のなかで40％






おいて､ BBレシオが1.0を大きく割り込み､ その後1996年12月を最後に､ BB
レシオの公表を廃止した｡ 廃止に至った経緯について､ 主として日経産業新
聞および日本経済新聞朝刊の記事を基に文章整理する｡
1996年11月に SIAは､ 米国半導体市場の需給を示す BBレシオの発表を今
年12月分で廃止し､ 代わりに世界の主要市場を対象とする出荷統計を毎月公




｢速報｣ と ｢確報｣ との振れが大きすぎるため､ BBレシオの数値と営業､
製造現場の実感とが異なり､ 1991年４月には ｢これでは Book-Billレシオで
はなくて､ Bad-Behaviorレシオ｣ と揶揄されるようになった15)｡ 要因のひと
つは BBレシオの ｢速報｣ は調査カバレッジが極めて狭く､ 米国の有力半導
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10) 日経産業新聞 (1984/07/06)､ 7 頁｡
11) 同上｡
12) 同上｡
13) 日本経済新聞朝刊 (1996/11/13)､ 13頁｡
14) 日経産業新聞 (1996/11/13)､ 32頁｡




る16)｡ これが ｢確報｣ では日系半導体企業の他､ ｢速報｣ でもれている企業
の分も含まれることから17)､ カバレッジの違いにより ｢速報｣ と ｢確報｣ と






















18) 日経産業新聞 (1996/5/24)､ 6 頁｡





Global Billing Report) とし､ これまで通り日本・米国・欧州・韓国の企業な
どが参加する世界半導体市場統計 (WSTS：World Semiconductor Trade
Statistics) の数字をベースとするものの､ 各社の在庫戦略で数字が上下しや
すく､ 申請基準が統一されていない受注額の数字は一切取り上げず､ 米国､
日本､ アジア太平洋州､ 欧州の出荷額合計 (３ヶ月移動平均) と地域別出荷
額を発表している22)｡
３. 国際半導体製造装置材料協会 (SEMI) および日本半導体製造装置協会
(SEAJ) の BBレシオの考察
1996年12月の SIAの BBレシオ公表廃止以降､ 現在米国では国際半導体製
造装置材料協会 (SEMI) により､ 北米に本社を置く半導体製造装置企業の






表している｡ SEMI Book-to-Billレポートは､ 毎月末から約３週間後に半導体
製造装置市場統計レポートの購読者に配布している｡レポートは､前工程(wafer
processing／mask／reticle／wafer manufacturing／fab facilities) 装置と後工程





23) SEMI Website, http : //www.semi.org / jp /MarketInfo /Book-to-Bill.
SEAJは日本の半導体および液晶等の製造装置企業の工業会として､ 日本
に本社を置く装置企業の全世界に対する受注額､ 出荷額の３ヶ月移動平均に
基づいた BB レシオを毎月発表しており､ SEAJ の BB レシオは SEMI の
Book-to-Billレシオ発表のすぐ後に発表されている24)｡
半導体製造装置の地域別のシェアは､ 1997年度から2013年度を比較すると､
半導体市場と同様に､ 米国､ 日本のシェアは半減し､ アジア太平洋州のシェ
アは約３倍に拡大している｡ アジア太平洋州は最大の市場であるものの､ 半
導体製造装置企業は､ 米国および日本企業が現在も一定のシェアを確立して












(Toly and Yi-Chi 2011) は､ BBレシオの予測は半導体産業において非常に
重要であるため､ ファジィ概念を導入しモデルを構築することで､ BBレシ
オの予測の確度と精度は双方向上することを示唆した｡
(三輪 2006) は､ 2002年１月から2006年２月の期間における SEMIの BB




SEAJの BBレシオ (日本市場) は若干ながらより高い相関関係と先行性を
有していることを示唆した｡ また､ SEAJの BBレシオ (日本市場) の原型
列に季節調整を施した後､ 移動平均を施すと､ 電子部品・デバイス工業の生




Ⅲ章４節の (三輪 2006) において示唆された受注額および販売額の原型
列からの BBレシオの作成は､ 受注額および販売額の原型列は機械受注統計
しか入手できないため､ 本稿では機械受注統計の原型列から算出した BBレ
シオ (以下､ 機械受注統計 (原型列)) および SIA・SEMI・SEAJ公表の BB
レシオと同様､ ３ヶ月移動平均を施した BBレシオ (以下､ 機械受注統計
(3MMA)) を作成し考察を行う｡






(第２図)｡ SEMI､ SEAJおよび機械受注統計 (3MMA) の比較では､ SEMI
は0.4～1.5のレンジで､ SEAJは0.3～1.9のレンジで､ 機械受注統計 (3MMA)
は0.3～1.6のレンジで推移している (第２図)｡ SEAJの最大値・最小値は最


















































































































































































































































































































































































































































































































































































鉱工業指数の個別指数のうち､ 三輪 (2006) で示唆されている電子部品・
デバイス工業の生産指数と BBレシオの相関関係を考察する｡
２. 分析結果の考察
機械受注統計 (3MMA) は最も高い相関関係を示すものの､ 相関係数は





企業の設備投資モデルを考察した東 (2015a) および (2015b)27) と同様に､
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25) 経済産業省大臣官房調査統計グループ経済解説室 (2015)｡




年３月では SEAJ において､ 2008年４月2015年３月では機械受注統計



















1998.42015.3 0.100 0.183  0.164  0.138
1998.42002.3 0.390  0.590  0.616  0.512 
2002.42008.3 (0.165) (0.183) (0.300) (0.230)
2008.42015.3 0.422  0.686  0.480  0.508 
注) 1. 第３表は筆者作成｡




























































































































































































径化は進み､ 1990年代の 200mmから､ 現在の主流は2001年から製造が始まっ
た 300mmウェハーとなっている｡ 当期間はシリコンウェハーの世代交代と
時期が重なる｡ 200mmウェハーと 300mmウェハーでは､ 面積比は単純に
2.25倍 (300÷200の２乗) となる｡ 300mmウェハーを使用すれば､ 単純計
算で同じサイズの ICチップが１枚のウェハーから2.25倍取れることになり､
半導体デバイスの高集積化､ 高性能化､ 低コスト化に大きく貢献している｡
一方､ ウェハー口径が 200mmから 300mmにシフトすると､ 製造装置が大
型化し､ 搬送システムも自動化するので､ 300mm工場の建設にはおよそ
3,000億円の設備投資が必要であると言われている｡ このため参入障壁は非








































ラグ ― △1 ― △1 ― △1 ― △1
19872014 0.074 0.611  0.207 0.601  0.076 0.369 0.152 0.534 
19872001 0.095 0.648  0.300 0.624  0.509 0.342 0.241 0.478
20022007 (0.228) 0.567 (0.356) 0.574 (0.392) 0.447 (0.453) 0.584
20082014 (0.549) 0.618 (0.318) 0.480 (0.440) 0.425 (0.652) 0.470
注) 1. 第４表は筆者作成｡
2. . 相関係数は１％水準で有意 (両側)､ . 相関係数は５％水準で有意 (両側)｡




















































































































6146 ディスコ 6841 横河電機 6857 アドバンテスト 7731 ニコン 8035 東京エレクトロン




いる (第６表)｡ 20002014年度では､ SEMIを除き相関係数は５％水準で有






















20002014 (0.615) (0.676) (0.541) (0.516)
20002007 (0.828) (0.815) (0.714) (0.758)
20082014 (0.419) (0.478) (0.377) (0.348)
注) 1. 第６表は筆者作成｡






出所) 日本経済新聞社 (2015)､ 『NEEDS日経財務データ DVD版』 を基に筆者作成｡
年度
40,000





















BBレシオ (Book-to-Bill Ratio) を取り上げ検証した｡
半導体市場における需給の先行指標としての BB レシオ (Book-to-Bill
Ratio) は出荷額 (Billing) に対する受注額 (Booking) の割合であり､ 受注
額は需要量､ 出荷額は供給量に相当するため､ 需給バランスを表し､ 先行き､
景況感や市況を示す指標である｡ BBレシオの公表団体は変遷しており､ 半
導体企業の北米地域の BBレシオを公表していた SIAは､ グローバル化の急
速な進展や技術革新に伴い､ 半導体生産がアジアなどの北米以外の地域に広
がり､ 世界の半導体需給の実態を表さなくなったため1996年12月に公表を廃
止した｡ 現在は米国では SEMIにより､ 北米に本社を置く半導体製造装置企














半導体企業の生産 (鉱工業指数) との相関関係については､ 期間をわける
ことで BBレシオの先行研究である (三輪 2006) において示唆されたとお
り､ 正の相関関係が認められた｡ 負の相関関係であった2002年４月2008年
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